
公益財団法人　山梨県青少年協会
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【主要事業の概要】
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※個人の年齢、年収が容易に推定できるため不記載

105,639

54,206 60,420

132,097

92,276

54,677

設 立 年 月 日 昭和45年11月20日

山梨県町村会

人間と自然とのふれあいを理解させ、自然の偉大さ、神
秘さ、崇高さ、荘厳さ等に触れ自然と調和した豊かな生
活を考える少年少女の育成を図る。

自然探求や活動・文化活動を通して、少年の豊かな情操
を養うとともに集団生活を通じて、自立、共同、友愛、奉
仕の尊さを体験的に学習させ、心身ともにたくましい少年
の育成を図る。

103,489

51,000

E-mail ア ド レ ス seishounen@yya.or.jp

令和２年度令和元年度平成３０年度

152,500 124,770

51,000

事業費（単位：千円）
内容

青少年に活動、研修、交流の場を提供することにより、
豊かな感性と創造性を育み、心身ともに健全な青少年育
成を図る。
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ホームページＵＲＬ https://www.yya.or.jp/

資本金（基本財産） 千円
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8
7

6 団体（者）

山梨県経営者協会
県中小企業団体中央会

出資者名等
山梨県
山梨中央銀行
協会剰余金基金繰入金
山梨県市長会

2

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局 ）課 教育庁　生涯学習課

所 在 地 甲府市川田町５１７番地 電 話 番 号 055-237-5311

理事長 髙野　孫左ヱ門
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出資その他
その他
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愛宕山少年自然の家の
管理運営

令和 元

県立青少年センターの
管理運営

八ヶ岳少年自然の家の
管理運営

年度

各年度 4月1日現在
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設 立
目 的
経 緯
概況等

青少年の健全育成を図る目的で県と賛助者の寄付金を基本財産として設立された。令和２年度は県立青少
年センター、県立愛宕山こどもの国、県立愛宕山少年自然の家、県立八ヶ岳少年自然の家の管理運営をとお
して、青少年の健全育成事業を展開した。 平成23年4月1日より公益財団法人に移行をしている。
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柳町大神宮
山梨県信用組合協会
甲府商工会議所
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【経営の状況】 （単位：千円）
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 増減

36 36 36 0
0 0 0 0

637,630 310,427 315,895 5,468
86,005 33,613 18,783 △ 14,830
4,430 5,183 3,860 △ 1,323
2,415 3,921 2,189 △ 1,732

730,516 353,180 340,763 △ 12,417
事業費 715,080 332,884 319,300 △ 13,584

うち人件費 322,065 194,733 188,856 △ 5,877
管理費 7,064 6,087 6,212 125

うち人件費 6,411 5,866 5,744 △ 122
経常支出　計　 722,144 338,971 325,512 △ 13,459

8,372 14,209 15,251 1,042
0 0 0 0

811 643 347 △ 296
△ 811 △ 643 △ 347 296
7,561 13,566 14,904 1,338

0 0 0 0
158,207 171,773 186,677 14,904

（単位：千円）
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 増減

164,344 92,623 122,914 30,291
185,609 162,866 168,285 5,419
349,953 255,489 291,199 35,710
111,260 26,736 41,589 14,853

0 0 0 0
80,486 56,980 62,933 5,953

0 0 0 0
191,746 83,716 104,522 20,806
158,207 171,773 186,677 14,904

うち基本財産への充当額 51,000 51,000 51,000 0
うち特定資産への充当額 54,000 54,000 54,000 0

（単位：千円）
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 3,083 3,147 2,938 △ 209

3,083 3,147 2,938 △ 209
1,347 1,059 922 △ 137
4,430 4,206 3,860 △ 346

人件費委託金 322,065 194,733 188,856 △ 5,877
人件費以外の委託金 315,065 115,264 126,757 11,493

委託金　計 637,130 309,997 315,613 5,616
641,560 314,203 319,473 5,270

87.8 89.0 93.8 4.8
0 0 0 0
0 0 0 0

【県の財政的関与の状況（令和２年度）】

負債　計

経常外収入
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状
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項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目

委託金

県債務負担
実際残高

内容・目的・金額

青少年育成山梨県民会議の事務局運営に対する補助金     ２，９３８千円

青少年育成山梨県民会議の事業運営に対する補助金     ９２２千円

指定管理者となっている４施設（青少年センター、愛宕山こどもの国、愛宕山少年自然の家、
八ヶ岳少年自然の家）の管理運営に対する委託金　       ３１５，６１３千円



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 6 60.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 42 38 90.5%

効 率 性 5 18 11 61.1%

21 90 75 83.3%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

目標数値の見直しを行うとともに、感染拡大予防ガイドライン等に基づく感染対策を行いながらも安全
に参加できる事業の企画、実施を行い利用者確保を図っていく。

合　　計

得点率は昨年度と同じであった。新型コロナウィルス感染症の影響による利用者の大幅減により、職
員１人当たり施設等利用人数は下がったものの、人件費比率と管理費比率で安定が見られた。

経営計画に基づいた運営を行った。また、経営計画に基づく目標数値への達成状況の確認及び結果
の分析・検証・対応策を検討し、運営に役立てた。

青少年の健全育成を図るという設立目的を達成するため、指定管理者として県立青少年センターなど
４施設の管理運営をとおして、青少年の健全育成事業を展開している。利用人員については、コロナ
ウィルス感染症防止のため休所したことにより、目標数値には及ばなかった。

組織のフラット化など業務執行体制の簡素化・効率化を推進し、また、ホームページにおいて定款、財
務諸表・事業報告書などの公開や就業規則などを整備し、適正に取り組んでいる。また、監査におい
ては公認会計士が決算書等を確認している。

外部委託業務について、長期の契約を結んだり、複数施設にまたがる業務の一括入札を行うことで経
費の削減を図った。また、県と協議する中でコロナウィルス感染症の影響による収入と費用の補正を
行い、青少年センターにおいては委託料の追加、愛宕山こどもの国及び愛宕山少年自然の家、八ヶ岳
少年自然の家においては委託料の減額を行った。

新型コロナの影響による臨時休館の増加により宿直手当等の人件費が減少したため人件費比率の対
前年度増減率が下がった。また、経営の安定により管理費比率の対前年度増減率が下がった。

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

青少年協会は、社会教育施設の管理運営及び事業を、その設置目的に沿って概ね適切に展
開していると思われる。今後、新型コロナによる影響がある中でも評価を上げて行くためには、
自ら策定した経営計画に則り、経営目標等を確実に達成していくことが必要である。

・公益目的事業の拡充を図っていく一方で、外部委託業務の一括入札の実施や光熱水費の節減などを行
い、経費節減についても進めていく。
・新型コロナウイルスへの感染症対応をする中で、新たな事業、新たな施設利用の展開を図るとともに、ホー
ムページを活用した広報の充実を図り、利用者拡大に努めていく。
・今後の経営計画については、県が進める指定管理施設の検討状況を十分に踏まえた上で、策定を進めて
いく。

青少年センター、八ヶ岳少年自然の家など４か所の県立施設の指定管理者として、定款に定
める設置目的に合致した青少年施設の管理・運営を行っている。今後も、新型コロナウイルス
感染防止対策を徹底した施設運営を図るとともに、アンケート等を活用し、利用者ニーズを積
極的に取り入れながら工夫した周知等により利用促進に取り組んで欲しい。

指定管理者の指定期間にあわせ、令和元年度から令和４年度までを対象とした経営計画を策
定し、長期的ビジョンをもって事業運営に取り組んでいる。この経営計画に基づき、組織運営
の効率化を図りながら計画的に業務に取り組んでいる。

法人全体で適切な運営がなされるよう、業務執行体制の簡素化や効率化を図るように努めて
いる。また、就業規則や決裁規程、会計規程等の内部管理制度の他、情報公開規程等も整
備されており、監査においては公認会計士が決算書等を確認している。

科学館の指定管理がとれなかった初年度である令和元年度は法人の財務規模は大幅に縮
小したが、事業規模に見合った組織運営の見直し等により、令和２年度には財務状況は概ね
安定している。全体的には、借入金もなく安定した経営状況となっている。

新型コロナの影響により、施設利用者が大幅に減少しており効率性の評価は高い状況にはな
いが、臨時休館の増加による宿直手当等の人件費減少による人件費比率及び経営の安定に
よる管理比率の対前年度増減率は下がっている。新型コロナ感染拡大防止対策により各施
設の利用人数を制限している中、利用者数を大幅に増加させることは難しい状況だが、青少
年センターをはじめ各管理施設の特色を最大限に活用した、魅力的な事業を創出して効率性
の向上を図る必要がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 83.3
0

A

・令和２年度は、自己資本比率が前年度より低下し財務状況の評点が落ちているが、外部委
託業務の一括入札を実施するなど経費の削減を図ったことにより、一般正味財産増減額は増
加している。
・令和元年度から県立科学館の指定管理を受託しなくなったことで、経常費用が減少し、人件
費比率及び管理費比率は令和元年度に一時的に変動したが、その後は安定しており、効率
性の評点が向上し、引き続きＡ評価となった。
・一方で、新型コロナの影響により、施設利用者が軒並み減少し、職員１人当たり施設等利用
人数は低い水準にあることから、今後も感染症対策を徹底しながら、喫緊の課題である施設
利用者の回復に努めるとともに、時代に即した青少年健全育成のための事業を展開していく
必要がある。
・また、法人の収入の多くを県施設の指定管理委託料が占めているが、今後の青少年セン
ターの施設の活用に係る検討や、愛宕山少年自然の家の廃止による八ヶ岳少年自然の家へ
の集約化などが予定されていることから、指定管理業務の変更の方向性を踏まえながら、令
和５年度以降の経営計画を策定していく必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


